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　環境省は福島環境再生事務所

・発注者区分の「独立行政法人等」には独立行政法人のほか、国立大学法人、大学共同利用機関法人、特殊法人等が含まれ
ます。

 　東日本建設業保証株式会社

お問い合わせ先：業務部業務サービス課
　　電話　０３－３５５２－７５２８／FAX　０３－３５５２－７５３９

公 共 工 事 の 動 向
（令和4年1月）

　　◆ 利用上の注意

・集計は、当社が前払金保証契約を行なった日（保証契約日といいます。）を基準としており、 工事の請負契約日と保証契約
日との間には、若干のタイムラグ（概ね半月以内）が発生する 場合があります。

・当社が前払金保証を行なった工事について集計しています。



Ⅰ．全般の状況

　１．1月単月
　　請負金額が大幅な減少

（金額単位：億円）

令和3年度 令和2年度 増　　減 増減率

　当月の取扱は、件数が前年同月比－15.7％の4,575件、請負金
額が－29.0％の2,717億円となった。

件　数 4,575 5,429 -854 -15.7%

請負金額 2,717 3,829 -1,112 -29.0%

保証金額 1,076 1,516 -440 -29.0%
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　２．4月～1月累計
　　請負金額が2桁の減少

（金額単位：億円）

増減率

-6.3%

-13.7%

令和3年度

112,225

65,969

令和2年度

119,816

76,446

30,122 -14.1%

増　　減

-7,591

-10,477

件　数

請負金額

　１月までの取扱は、件数が前年同期比－6.3％の112,225件、請
負金額が－13.7％の6兆5,969億円となっている。

保証金額 25,880 -4,241
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Ⅱ．発注者別状況

　１．1月単月
　　国で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

6

（Ａ） 国
　環境省、国土交通省などで減少した。
　環境省は福島地方環境事務所（－３６３億円）などで、国土交通省は関東地方整備局（－８６億円）などで減少した。

（Ｂ） 独立行政法人等
　日本中央競馬会などで減少したものの、首都高速道路㈱などで増加した。

（Ｃ）都道府県
　神奈川、愛知などで増加したものの、東京、福島などで減少した。

（Ｄ）市区町村
　石川、愛知などで増加したものの、東京、千葉などで減少した。
　東京は青梅市（－１４０億円）などで、千葉は市川市（－４４億円）などで減少した。

（Ｅ）地方公社
　神奈川県住宅供給公社、（公財）東京都都市づくり公社などで増加した。

（Ｆ）その他

　日本下水道事業団などで減少したものの、静岡県厚生農業協同組合連合会などで増加した。

地 方 公 社 61 14 47 323.7%

独 立 行 政
法 人 等

市 区 町 村

都 道 府 県 1,029 1,377

千葉（-36）

-347 福島（-81）

首都高速道路（81）

神奈川（17） 愛知（14）

石川（39） 愛知（33）

東京（-147）

東京（-104）

神奈川県住宅供給公社（19）

東京都都市づくり公社（18）

日本中央競馬会（-30）

日本下水道事業団（-18）そ   の   他 152 149 3 2.4%
静岡県厚生農業協同組合連
合会（31）

2,717 3,829 -1,112 -29.0%

　独立行政法人等、地方公社で著しい増加、その他で若干の増加となったものの、国で著しい減少、都道府県
で大幅な減少、市区町村でも２桁の減少となったため、全体としても－29.0％の減少となった。

合         計

 減    少主    な   増    加 主    な  

環境省（-366）

国土交通省（-174）

881 1,077 -195

-25.2%

-18.2%

37.0%

請 負 金 額
増減額 増減率

306 223 82

国 283 986 -702 -71.2%
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都道府県 1,377
（36.0%）

都道府県 1,029
（37.9%）
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国 986（25.8%）
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　２．4月～1月累計
　　国で大幅な減少

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

福島（-577） 岩手（-533）

宮城（-452）

宮城（-654） 福島（-442） 6

愛知（-321）

（Ａ） 国
　法務省などで増加しているものの、環境省、国土交通省などで減少している。
　環境省は福島地方環境事務所（－３，０７８億円）などで、国土交通省は東北地方整備局（－６３６億円）などで
　減少している。

（Ｂ） 独立行政法人等
　中日本高速道路㈱などで増加しているものの、都市再生機構、東日本高速道路㈱などで減少している。

（Ｃ）都道府県
　愛知、岐阜などで増加しているものの、福島、岩手、宮城などで減少している。

（Ｄ）市区町村
　東京、神奈川などで増加しているものの、宮城、福島、愛知などで減少している。
　宮城は気仙沼市（－２２２億円）などで、福島は郡山市（－１２７億円）などで、
　愛知は常滑市（－７４億円）などで減少している。

（Ｅ）地方公社
　名古屋高速道路公社などで減少しているものの、神奈川県住宅供給公社などで増加している。

（Ｆ）その他
　日本郵便㈱などで増加しているものの、東京二十三区清掃一部事務組合などで減少している。

名古屋高速道路公社（-68）

76,446 -10,477 -13.7%

そ   の   他 3,318 4,068 -750 -18.4%

　地方公社で微増となったものの、国で大幅な減少、独立行政法人等、市区町村、その他で２桁の減少、都道
府県でも低調となったため、全体としても－13.7％の減少となっている。

日本郵便（75）
東京二十三区清掃一部事務
組合（-635）

合         計 65,969

東京（100） 神奈川（29）

地 方 公 社 812 802 9 1.2% 神奈川県住宅供給公社（74）

市 区 町 村 23,351 26,211 -2,860 -10.9%

-1,687 -7.2% 愛知（270） 岐阜（198）

独 立 行 政
法 人 等

7,425 8,810

都 道 府 県 21,596 23,283

都市再生機構（-615）

請 負 金 額

-1,384 -15.7%
東日本高速道路（-363）

法務省（47）

中日本高速道路（217）

環境省（-3,075）

国土交通省（-494）

増減額 増減率 主    な   増    加 主    な   減    少

国 9,464 13,269 -3,805 -28.7%
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Ⅲ．工事場所別状況

　１．1月単月
　　東北で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 360 1,051 -690 -65.7% 0 福島（-474） 宮城（-76） 6

関   東 1,378 1,876 -498 -26.6% 神奈川（11） 1 東京（-278） 千葉（-117） 6

甲信越 174 246 -71 -29.1% 0 新潟（-40） 山梨（-30） 3

北   陸 150 141 9 6.6% 石川（32） 1 福井（-15） 富山（-6） 2

東   海 573 449 123 27.5% 愛知（49） 静岡（43） 3 三重（-3） 1

その他 79 63 15 25.1% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 2,717 3,829 -1,112 -29.0% 6

（Ａ） 東北地区

　全ての県で減少した。

　福島は国（－３７４億円）などで、宮城は県（－５０億円）などで減少した。

（Ｂ） 関東地区

　神奈川で増加したものの、東京、千葉などで減少した。

　東京は都（－１４１億円）などで、千葉は国（－６９億円）などで減少した。

（Ｃ）甲信越地区

　全ての県で減少した。

　新潟は国（－３１億円）などで、山梨は市町村（－８億円）などで減少した。

（Ｄ）北陸地区

　福井、富山で減少したものの、石川で増加した。

　石川は市町（＋３９億円）などで増加した。

（Ｅ）東海地区

　三重で減少したものの、愛知、静岡などで増加した。

　愛知は市町村（＋３２億円）などで、静岡はその他（＋３７億円）などで増加した。

　東海で大幅な増加、北陸で堅調な増加となったものの、東北で著しい減少、関東、甲信越でも大幅な減少となっ
たため、全体としても－29.0％の減少となった。

 減    少 －増減率 主    な   増    加 ＋ 主    な  
請 負 金 額
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北陸 150（5.5%）

甲信越 246（6.4%）
甲信越 174（6.4%）

関東 1,876（49.0%）
関東 1,378（50.7%）
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　２．4月～1月累計
　　東北で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 13,188 19,908 -6,720 -33.8% 青森（109） 山形（56） 2 福島（-4,258） 岩手（-1,249） 4

関   東 29,901 32,539 -2,638 -8.1% 神奈川（555） 埼玉（189） 2 東京（-2,216） 千葉（-307） 5

甲信越 5,721 6,000 -279 -4.7% 山梨（105） 1 長野（-260） 新潟（-124） 2

北   陸 4,181 4,388 -206 -4.7% 富山（106） 1 福井（-299） 石川（-13） 2

東   海 11,471 12,124 -652 -5.4% 岐阜（107） 1 静岡（-493） 愛知（-250） 3

その他 1,504 1,485 19 1.3% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 65,969 76,446 -10,477 -13.7% 6

（Ａ） 東北地区

　青森、山形で増加しているものの、福島、岩手などで減少している。

　福島は国（－３，２００億円）などで、岩手は県（－５３３億円）などで減少している。

（Ｂ） 関東地区

　神奈川、埼玉で増加しているものの、東京、千葉などで減少している。

　東京は独立行政法人等（－１，１８７億円）などで、千葉も独立行政法人等（－１９９億円）などで減少している。

（Ｃ）甲信越地区

　山梨で増加しているものの、長野、新潟で減少している。

　長野は県（－１５２億円）などで、新潟は市町村（－２３５億円）などで減少している。

（Ｄ）北陸地区

　富山で増加しているものの、福井、石川で減少している。

　福井は独立行政法人等（－１７１億円）などで、石川も独立行政法人等（－９９億円）などで減少している。

（Ｅ）東海地区

　岐阜で増加しているものの、静岡、愛知などで減少している。

　静岡は独立行政法人等（－３０７億円）などで、愛知は市町村（－３２５億円）などで減少している。

＋ 主    な   減    少 －

　東北で著しい減少、関東、甲信越、北陸、東海でも低調となったため、全体としても－13.7％の減少となっている。

請 負 金 額
増減額 増減率 主    な   増    加
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その他 1,485（1.9%） その他 1,504（2.3%）

東海 12,124（15.9%） 東海 11,471（17.4%）

北陸 4,388（5.7%） 北陸 4,181（6.3%）

甲信越 6,000（7.8%） 甲信越 5,721（8.7%）

関東 32,539（42.6%）
関東 29,901（45.3%）

東北 19,908（26.0%）

東北 13,188（20.0%）
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参考１　工事場所別状況（詳細版）

（金額単位：億円）

令和3年度
（1月単月）

令和2年度
（1月単月）

令和3年度
（4月～1月累計）

令和2年度
（4月～1月累計）

青　 　　森 19 31 -12 -39.4% 1,709 1,599 109 6.8%
岩　 　　手 28 97 -68 -70.7% 1,890 3,139 -1,249 -39.8%
宮　 　　城 137 213 -76 -35.7% 2,799 4,017 -1,218 -30.3%
秋　 　　田 6 44 -37 -84.3% 1,407 1,567 -160 -10.2%
山　 　　形 31 52 -21 -40.3% 1,559 1,502 56 3.8%
福　 　　島 137 611 -474 -77.6% 3,823 8,081 -4,258 -52.7%
茨　　 　城 109 127 -17 -14.0% 3,091 3,388 -297 -8.8%
栃　　 　木 47 60 -12 -21.4% 1,766 2,060 -294 -14.3%
群　　 　馬 42 74 -32 -43.5% 1,527 1,794 -267 -14.9%
埼　　 　玉 121 172 -50 -29.3% 3,846 3,657 189 5.2%
千　 　　葉 93 211 -117 -55.6% 3,277 3,584 -307 -8.6%
東　　 　京 761 1,040 -278 -26.8% 10,364 12,581 -2,216 -17.6%
神　奈　川 201 189 11 6.0% 6,027 5,471 555 10.2%
山　　 　梨 31 61 -30 -48.9% 1,267 1,161 105 9.1%
長　　 　野 90 91 -1 -1.6% 2,065 2,326 -260 -11.2%
新　 　　潟 52 93 -40 -43.1% 2,387 2,512 -124 -4.9%
富　 　　山 14 21 -6 -32.4% 1,236 1,130 106 9.4%
石　　 　川 84 52 32 60.9% 1,579 1,593 -13 -0.8%
福　 　　井 51 66 -15 -23.5% 1,365 1,664 -299 -18.0%
静　 　　岡 138 95 43 45.7% 3,294 3,787 -493 -13.0%
愛　　 　知 212 163 49 30.2% 4,380 4,630 -250 -5.4%
岐　　 　阜 171 136 34 25.3% 2,319 2,212 107 4.8%
三　　 　重 50 54 -3 -6.9% 1,477 1,494 -16 -1.1%
そ　の　他 79 63 15 25.1% 1,504 1,485 19 1.3%
合　　　計 2,717 3,829 -1,112 -29.0% 65,969 76,446 -10,477 -13.7%

増　減　額 増　減　率 増　減　額 増　減　率
請　負　金　額 請　負　金　額

東

海

工 事 場 所

区  分

東

北

関

東

甲
信
越

北

陸
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参考２　請負金額階層別状況

１．1月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 94 3.5% 116 3.0% -21 -18.4% 0.5
2,000万円未満 147 5.4% 162 4.2% -15 -9.4% 1.2
5,000万円未満 298 11.0% 352 9.2% -54 -15.5% 1.8
小    計 540 19.9% 631 16.5% -91 -14.4% 3.4
１億円未満 315 11.6% 397 10.4% -82 -20.7% 1.2
２億円未満 406 14.9% 439 11.5% -33 -7.6% 3.4
５億円未満 512 18.9% 622 16.3% -109 -17.6% 2.6
小    計 1,234 45.4% 1,459 38.1% -225 -15.4% 7.3
１０億円未満 262 9.7% 356 9.3% -93 -26.2% 0.4
１０億円以上 679 25.0% 1,382 36.1% -702 -50.8% -11.1
小    計 942 34.7% 1,738 45.4% -795 -45.8% -10.7
合    計 2,717 100.0% 3,829 100.0% -1,112 -29.0%

２．4月～1月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 2,000 3.0% 2,179 2.9% -178 -8.2% 0.1
2,000万円未満 3,601 5.5% 3,800 5.0% -198 -5.2% 0.5
5,000万円未満 9,225 14.0% 9,754 12.8% -529 -5.4% 1.2
小    計 14,827 22.5% 15,734 20.6% -906 -5.8% 1.9
１億円未満 9,429 14.3% 10,063 13.2% -633 -6.3% 1.1
２億円未満 10,067 15.3% 10,191 13.3% -124 -1.2% 2.0
５億円未満 11,492 17.4% 12,946 16.9% -1,453 -11.2% 0.5
小    計 30,989 47.0% 33,201 43.4% -2,211 -6.7% 3.6
１０億円未満 5,625 8.5% 6,268 8.2% -643 -10.3% 0.3
１０億円以上 14,527 22.0% 21,242 27.8% -6,715 -31.6% -5.8
小    計 20,152 30.5% 27,511 36.0% -7,358 -26.7% -5.5
合    計 65,969 100.0% 76,446 100.0% -10,477 -13.7%

小
規
模

大
規
模

中
規
模

大
規
模

中
規
模

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率

小
規
模

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率
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参考３　資本金階層別状況

１．1月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 969 35.7% 1,232 32.2% -263 -21.4% 3.5

１億円未満 306 11.3% 356 9.3% -49 -13.9% 2.0

３億円未満 197 7.3% 183 4.8% 13 7.5% 2.5

小    計 1,473 54.2% 1,773 46.3% -299 -16.9% 7.9

１０億円未満 121 4.5% 89 2.3% 31 35.8% 2.2

１０億円以上 494 18.2% 868 22.7% -374 -43.1% -4.5

小    計 615 22.6% 958 25.0% -342 -35.8% -2.4

　共  同  企  業  体 628 23.1% 1,098 28.7% -470 -42.8% -5.6

合    計 2,717 100.0% 3,829 100.0% -1,112 -29.0%

２．4月～1月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 27,447 41.6% 29,673 38.8% -2,226 -7.5% 2.8

１億円未満 8,340 12.6% 8,883 11.6% -543 -6.1% 1.0

３億円未満 3,720 5.6% 3,746 4.9% -25 -0.7% 0.7

小    計 39,508 59.9% 42,304 55.3% -2,795 -6.6% 4.6

１０億円未満 2,319 3.5% 2,040 2.7% 279 13.7% 0.8

１０億円以上 10,538 16.0% 12,757 16.7% -2,219 -17.4% -0.7

小    計 12,858 19.5% 14,798 19.4% -1,940 -13.1% 0.1

　共  同  企  業  体 13,602 20.6% 19,343 25.3% -5,741 -29.7% -4.7

合    計 65,969 100.0% 76,446 100.0% -10,477 -13.7%

中
小
規
模

大
規
模

増　減　額 増　減　率

増　減　額 増　減　率

令　和　2　年　度令　和　3　年　度

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度

中
小
規
模

大
規
模
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